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家族の再構築を視野に入れた高齢者虐待の予防と支援における看護職の役割
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平成18年4月l日に施行された「高齢者虐待の防

止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」

（以下，高齢者虐待防止法）には，その名称、の示す

ように，高齢者本人のみではなく養護者の支援とし

ての施策を促進することが盛り込まれている．それ

はこの法律が，虐待をした人を犯罪者として罰する

ことが目的ではなく，虐待のない杜会をめざした高

齢者と家族の福祉向上のための法律だからである．

高齢者虐待は，複数の要因が複雑に絡まることによっ

て生じ，高齢者と養護者のこれまでの人間関係が大

きく影響する．また家族のプライベートな問題にか

かわり，周囲に知られることが恥であるという意識

が虐待の発見や介入を拒み，在宅で必要なサービス

を導入せずに家族のみで介護をし，近隣や親戚から

も孤立している場合，「家庭」という密室が作られ

やすく虐待が生じやすい環境となる．

このような虐待を早期に発見し介入していくため

には，虐待を受けている高齢者の安全の確保はもち

ろんだが，虐待が生じる背景や要因を探るために，

高齢者や養護者等の家族状況を，過去から現在に至

るまで全体的に把握することが重要で、ある．家族へ

の介入では，養護者を虐待者であるという視点では

なく，支援が必要な人であるという視点でまず信頼

関係を構築することからはじめ，なぜ虐待に至った

のかとい－う家族のストーリーを聞いていくことが有

効な場合も多い．また現在の介護で養護者ができて

いることを認め，できないことをともに考え支援し

ていくことが，養護者を追いつめずに虐待を予防し

軽減することにつながる．とりわけ高齢者の生命に

かかわる場合，高齢者と養護者を一時的に分離させ

ることで高齢者の安全を確保する．高齢者虐待防止

法では，通報等の内容や事実確認によって高齢者の

生命又は身体に重大な危険が生じるおそれがあると

認められる場合には，老人福祉法の規定による緊急

ショートステイや特別養護老人ホームへの入所措置，

入院等の可能な手段から適切なものを選択して高齢

者と家族を分離するという介入が必要となる．平成

19年の厚生労働省の全国調査によると，「被虐待高

齢者の保護と虐待者からの分離を行った事例jは

35. 5%，「被虐待高齢者と虐待者を分離していない

事例」は55.9%で，約3分の l強の事例で分離が行

われたと報告されている．

しかし分離したことで，虐待事例への対応が終了

するわけではない．分離は高齢者と養護者の生活を

支援する過程における手段の一つ，家族の再構築の

支援のスタートととらえ，高齢者や養護者が安心し

てその人らしく生活を送ることを最終的な目標とし，

それぞれの意思を尊重しながら支援していく必要が

ある．施設等に保護された高齢者は，虐待を受けた

ことに対する恐怖心や不安を抱きながら慣れない環

境で生活を送る一方，家族への思いを募らせ後悔や

罪悪感を抱くことがある．一方，家庭に残された養

護者や家族の中には，収入がなくなり生活費や医療

費に困窮する場合や，精神的な支えを失って日常生

活に支障をきたす場合がある．高齢者虐待の予防と

支援において，看護職は他職種と連携して，これま

での家族看護・家族支援の蓄積をもとに，家族の再

構築を視野に入れて家族をまるごと支援していくこ

とが課題であると考える．




